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1.  平成22年3月期第2四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第2四半期 13,942 △2.6 △382 ― △367 ― △425 ―
21年3月期第2四半期 14,316 ― △194 ― △174 ― △158 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第2四半期 △26.78 ―
21年3月期第2四半期 △9.95 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第2四半期 14,564 7,694 52.8 484.23
21年3月期 15,909 8,169 51.3 514.01

（参考） 自己資本   22年3月期第2四半期  7,694百万円 21年3月期  8,167百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無   

1株当たり配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00
22年3月期 ― 0.00
22年3月期 

（予想）
― 6.00 6.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 32,730 4.2 465 ― 490 ― 250 ― 15.73



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（１）本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいて お
り、実際の業績等は、様々な要因により大きく異なる可能性があります。詳細については、3ページ【定性的情報・財務諸表等】の「３．連結業績予想に関す
る定性的情報」をご覧ください。 
（２）当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第１2号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計 
基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第2四半期 16,905,000株 21年3月期  16,905,000株
② 期末自己株式数 22年3月期第2四半期  1,015,240株 21年3月期  1,014,739株
③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第2四半期 15,890,035株 21年3月期第2四半期 15,892,327株



当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府の景気刺激策などもあり持ち直しの兆しが見えてきた

ものの、企業の業績や設備投資は低調で、雇用情勢も悪化傾向が続くなど、依然として厳しい状況が続いておりま

す。 

情報通信分野においては、光化、ＩＰ化の急速な進展に伴うネット利用の普及と移動体通信のサービス拡充に加

え、固定と移動の融合、通信と放送等サービスの連携、ＮＧＮ（次世代ネットワーク）を活用した映像配信を含む

多様なサービスが展開されるなど大きく変化する事業環境のもと、今後ますます競争が激化することが予想されま

す。 

このような状況下で、当社グループは業績の回復に向け、施工コストの改善に精力的に取り組んでいるところで

ありますが、昨年来の景気悪化の影響による民間企業の投資抑制が想定以上に厳しかったこと、工期延長等による

一部工事が繰り延べとなったこと、各種効率化施策の実現が第２四半期以降にずれ込んだことなどにより、業績回

復を織り込んだ計画を下回ることとなり、前第２四半期連結累計期間と比較して減収減益となりました。 

その結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は13,942百万円（前年同期比2.6％減）、

営業損失は382百万円（前年同期営業損失194百万円）、経常損失は367百万円（前年同期経常損失174百万円）、当

期純損失は425百万円（前年同期純損失158百万円）となりました。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は、14,564百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,344百万円の

減少となりました。その主な要因は、資産につきましては売上債権の減少2,400百万円、たな卸資産の増加1,050百

万円等であり、負債につきましては、仕入債務の減少482百万円、短期借入金の減少520百万円等であります。また

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ475百万円減少し7,694百万円となり、自己資本比率は52.8％とな

りました。 

  

  

当第２四半期連結累計期間における業績を踏まえて第３四半期においては、引き続き連結子会社を含め営業活動

の強化とタイムリーな稼働調整による繰り延べ工事を含めた工事完成の促進・施工効率の向上を推進するととも

に、第２四半期以降にずれ込んだ各種効率化施策の早期全面実施などにより利益確保に努めたいと考えておりま

す。 

平成21年10月27日に平成22年3月期第2四半期累計期間（連結・個別）業績予想の修正を公表しており、通期業績

予想については今後の受注動向及び売上高等、業績予測に必要となる諸前提について精査中であり、業績予想の修

正が必要な場合には直ちに開示する予定です。 

  

 該当事項はありません。  

  

  

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られる場合は、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。 

②棚卸資産の評価方法 

 当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸

高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。また、棚卸資産の簿価切下げに関して

は、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっておりま

す。 

③経過勘定項目の算定方法 

 合理的な算定方法による概算額で計上する方法によっております。 

④固定資産の減価償却費の算定方法 

 固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定しているため、当該予算に基づく

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報

３．連結業績予想に関する定性的情報

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用



年間償却予定額を期間按分して算定しております。 

⑤法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められる場合は、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタック

ス・プランニングを利用する方法によっております。 

  

・会計処理基準に関する事項の変更  

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に

着手した工事契約から、当第２四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用

しております。 

 なお、これによる完成工事高及び損益への影響はありません。 

  

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 538,134 436,485

受取手形・完成工事未収入金 4,527,461 6,928,008

未成工事支出金 3,545,318 2,494,720

材料貯蔵品 95,404 107,643

繰延税金資産 114,054 133,811

その他 304,067 352,118

貸倒引当金 △6,227 △10,111

流動資産合計 9,118,213 10,442,675

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 1,377,674 1,365,012

機械・運搬具（純額） 88,415 107,477

土地 2,020,098 2,020,098

その他（純額） 158,063 161,664

有形固定資産計 3,644,252 3,654,253

無形固定資産   

その他 194,890 219,244

無形固定資産計 194,890 219,244

投資その他の資産   

投資有価証券 454,626 422,552

繰延税金資産 1,106,434 1,136,304

その他 66,383 54,383

貸倒引当金 △19,903 △19,919

投資その他の資産計 1,607,540 1,593,321

固定資産合計 5,446,684 5,466,819

資産合計 14,564,897 15,909,494

負債の部   

流動負債   

工事未払金 2,249,521 2,732,391

短期借入金 800,000 1,320,000

未払法人税等 23,929 38,312

未成工事受入金 281,676 111,280

賞与引当金 188,981 226,046

完成工事補償引当金 15,577 16,249

受注損失引当金 48,787 43,763

その他 376,759 325,877

流動負債合計 3,985,233 4,813,922



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

固定負債   

退職給付引当金 2,740,640 2,808,832

役員退職慰労引当金 111,944 102,827

その他 32,718 14,343

固定負債合計 2,885,303 2,926,003

負債合計 6,870,536 7,739,925

純資産の部   

株主資本   

資本金 909,750 909,750

資本剰余金 306,531 306,531

利益剰余金 6,636,729 7,141,696

自己株式 △159,404 △159,312

株主資本合計 7,693,606 8,198,665

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 754 △30,937

評価・換算差額等合計 754 △30,937

少数株主持分 － 1,840

純資産合計 7,694,361 8,169,569

負債純資産合計 14,564,897 15,909,494



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

完成工事高 14,316,686 13,942,323

完成工事原価 13,534,838 13,357,911

完成工事総利益 781,847 584,412

販売費及び一般管理費 976,153 966,657

営業損失（△） △194,306 △382,244

営業外収益   

受取利息 1,834 413

受取配当金 7,595 7,675

受取手数料 4,513 2,528

受取保険料 6,085 3,307

その他 2,210 4,058

営業外収益合計 22,239 17,984

営業外費用   

支払利息 2,218 2,747

その他 0 91

営業外費用合計 2,218 2,839

経常損失（△） △174,285 △367,099

特別利益   

有形固定資産売却益 0 20

投資有価証券売却益 39,000 －

貸倒引当金戻入額 － 3,899

特別利益合計 39,000 3,920

特別損失   

有形固定資産売却損 234 143

有形固定資産除却損 992 412

投資有価証券評価損 5,200 －

ゴルフ会員権評価損 4,850 －

特別損失合計 11,277 556

税金等調整前四半期純損失（△） △146,562 △363,734

法人税、住民税及び事業税 12,848 13,473

法人税等調整額 1,740 49,244

法人税等合計 14,588 62,718

少数株主損失（△） △3,101 △937

四半期純損失（△） △158,049 △425,515



 該当事項はありません。 

  

 前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 通信建設事業の売上高、営業損益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業損益及び全セグメン

ト資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。  

  

 前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。  

  

 前第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高がないため、記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

〔所在地別セグメント情報〕

〔海外売上高〕

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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